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　文部科学省より令和 7 年 5 月 1 日現在の学校基本調査

速報が8月27日公表された。速報では一部の項目（学校数、

在学者数、教員数等）について取りまとめられ、すべての

項目の集計結果については 12 月に確定値として公表され

る予定となっている。

　今回の調査で専修学校の学校数は前年度に比べ 22 校減

少し 2,975 校、また在籍者数は前年度に比べ 11,798 人増

加し 621,673 人であった。

　専修学校、各種学校についての主な速報値は次のとおり。

【専修学校】

◆学校数　全体では 2,975 校（国立 8 校、公立 176 校、私

立 2,791 校）で、前年度より 22 校減少している。

　都道府県別の学校数は、東京都 383 校、大阪府 214 校、

愛知県 167 校、北海道 158 校の順で多い。

　課程別では、専門課程を置く学校は前年度より 18 校減

少して 2,658 校、高等課程を置く学校は 3 校減少して 370

校、一般課程を置く学校は 1 校減少して 126 校（課程併設

校あり）。

◆学生・生徒数　全体では 621,673 人（男子 271,748 人、

女子 349,925 人）となり、前年度比 11,798 人の増加。

　課程別では、専門課程は 10,888 人増加して 569,143 人、

高等課程は 553 人減少して 32,241 人、一般課程は 1,463

人増加し 20,289 人。

【各種学校】

◆学校数　974 校（公立 5 校、私立 969 校）で、前年度よ

り 24 校減少している。

◆生徒数　112,198 人（男子 59,695 人、女子 52,503 人）で、

前年度より 4,951 人増加している。
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　文部科学省は令和 8 年度予算概算要求を取りまとめた。

専修学校関係概算要求の中で、主な事項は次のとおり。

なお、（　　）内は前年度予算額。

[ 専修学校教育の振興に資する取組　24億円（22億円）]

【人材養成機能の向上】

○専修学校による地域産業中核的人材養成事業：要求額

13.4 億円（8.9 億円）

○高等専修学校における多様な学びを保障する先導的研究

事業：要求額 1.2 億円（1.2 億円）

○専修学校の国際化推進事業：要求額 3.0 億円（3.0 億円）

○地方やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事

業：要求額 3.3 億円（3.3 億円）

○高等専修学校における DX 人材育成事業：要求額 0.9 億

円（－）

【質保証・向上】

○専修学校の質の向上に向けた学校評価等の推進：要求額

1.9 億円（－）

○専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強

文部科学省 令和８年度 専修学校関係概算要求
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学校教育法改正関連
　「学校教育法の一部を改正する法律」の施行に向けて、

7 月 18 日に「同法の施行に伴う関係政令の整備に関する

政令」が、また、8 月 28 日に「同法の施行に伴う関係省

令の整備等に関する省令」が公布された。なお、本法律の

改正では専門課程を置く専修学校（専門学校）に大学と同

等の項目での自己点検評価の義務付け、外部の識見を有す

る者による評価の努力義務化が措置されたことから、6 月

11 日には文部科学省から都道府県専修学校主管課等に宛

てて、「専修学校における学校評価ガイドライン」の改訂

について通知文が発出された。

【学校教育法施行規則の主な改正事項】

・大学の専攻科又は大学院の入学資格に、専門課程におけ

る教育との連続性に配慮した教育課程を編成している

こと、その他の基準を満たす専攻科で文部科学大臣が別

に指定するもの（適格専攻科）を修了した者を追加する

（第 155 条第 1 項）。  

・専門課程の入学資格について、大学の入学資格を得られ

る者と同様の規定とする（第 183 条）。  

・特定専門課程（大学編入資格が付与）の基準として、課

程の終了に必要な総単位数を 62 単位以上とする（第

186 条）。

・大学院等の入学資格に関する文部科学大臣の指定を受け

た専修学校の専門課程又は専攻科を修了した者は高度

専門士と称することができることとする（第 186 条の3）。

・自己点検評価の実施に関し、大学等と同様に、適切な項

目を設定し、適切な体制を整えて行うこととする（第

186 条の 5）。

・新たに創設する専修学校の専攻科について、入学資格を

短期大学及び高等専門学校の専攻科と同様の規定を設

けるとともに、設置に係る学則変更の届出に関し、高等

学校の届出に係る規定を準用する（第 189 条）。

【専修学校設置基準】

・専門課程における修了要件に関し、これまで授業時数を

原則とし、単位数も可としていたところ、単位数に限る

こととし、一単位の内容について大学等と同様の規定と

する（第 28 条の 2、第 28 条の 3）。  

・専門課程を置く専修学校は、教員及び事務職員等に必要

な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を

向上させるための研修及び専修学校の授業の内容及び

方法を改善するための組織的な研修及び研究を行うも

のとする（第 40 条の 2）。

【その他改正及び経過措置等（一部抜粋）】

・施行日前に専門課程に入学した者の修了要件については

なお従前の例による。

【以下各論（各変更点一部抜粋）】

　〇単位制への移行

・全ての専門課程は単位制へ移行。

　〇専門士の称号

・修業年限 2 年以上かつ 62 単位以上の専門課程は特定

専門課程となり、専門士の称号を付与できる。

・専門士の文部科学大臣認定制度は廃止。

   〇高度専門士の称号・大学院入学資格の指定

・告示に基づく高度専門士の認定制度を廃止し、大学院

入学資格の指定を受けた専門課程を修了した者が高

度専門士と称することができるようになる。

   〇通信制の課程

・専門課程については、最低限必要な単位数を 31 単　

位以上に改正。

   〇専攻科の設置 

・特定専門課程を置く専修学校には、 修業年限を 1 年以

上とする専攻科を設置することができる。

   〇適格専攻科の設置

・大学の学部に準ずるものとして、文部科学大臣の指定

する一定の基準を満たす専攻科（適格専攻科）の在

籍者については、大学入学資格に係る指定手続きを

受けることで、大学院への入学が可。

化事業：要求額 0.4 億円（0.4 億円）

[ 専修学校の教育体制及び施設整備等に関する取組　9億

円（2億円）]

○私立学校施設整備費補助金：要求額 6.0 億円（1.0 億円）

○私立大学等研究設備整備費等補助金：要求額 3.3 億円（1.3

億円）
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　7 月 28 日～ 30 日、山梨県・富士北麓公園、富士河口湖

町民体育館および鐘山総合スポーツセンターにおいて、第

35 回全国高等専修学校スポーツ大会が開催された。

　開会式では、来賓として、塩屋仁史文部科学省総合教育

政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室長補佐が米原泰

裕同振興室室長のメッセージを代読し、スポーツの楽しさ

や意義・価値を実感していただきたいと祝辞を述べた。

　出場校 21 校の選手たちは軟式野球・バレーボール・バ

スケットボール・卓球・陸上競技・フットサル・自転車競

技・バドミントン・スポーツウエルネス吹矢・駅伝競走の

各競技に分かれ熱中症対策等に配慮しつつ、熱戦を繰り広

げ、無事 3 日間の競技日程を終了した。
ブロック会議報告9月上旬まで7地域

　令和 7 年度のブロック会議は、9 月上旬までに以下の 7

地域で開催（※は大会宣言、大会決議、決議事項等あり－

詳細はプラス WEB に掲載）。

○近畿ブロック会議（7 月 11 日（金）京都府：【会場】ホ

テルグランヴィア京都　参加者約 150 名）

○中国ブロック会議（7 月 17 日（木）鳥取県：【会場】

ANA クラウンプラザホテル米子　参加者約 140 名）※

○九州ブロック会議（7 月 25 日（金）熊本県：【会場】Ｋ

ＫＲホテル熊本　参加者約 110 名）※

○四国ブロック会議（8 月 1 日（金）高知県：【会場】ザ　

クラウンパレス新阪急高知　参加者約 80 名）

○北関東信越ブロック会議（8 月 21 日（木）長野県：【会場】

長野県ホクト文化ホール　参加者約 220 名）※

○中部ブロック会議（8 月 22 日（金）岐阜県：【会場】ホ

テルグランヴェール岐山　参加者約 130 名）※

○北海道ブロック会議（9 月 2 日（火）、3（水）旭川市：【会

場】旭川アートホテル　参加者約 140 名）

●東北ブロック会議（9 月 19 日（金）秋田県：【会場】秋

田キャッスルホテル）

●南関東ブロック会議（10 月 24 日（金）神奈川県：【会場】

崎陽軒本店）

　全国専門学校協会留学生委員会の活動として、令和 7 年

度文科省委託事業「専修学校の国際化推進事業」の受託団

体である一般財団法人日本国際協力センターと協同し、名

簿整備等を実施する。

【令和 6 年度調査実績（調査結果報告より一部抜粋）】

〇実施時期：2024 年 12 月（回答形式：オンライン）

・専攻科のうち大学の学部に準ずるものとして文部科学

省令で定めるものについては、「高等教育の修学支援

新制度」の対象。

   〇学校評価 

・学校関係者評価に代わり、外部の識見を有する者によ

る評価（第三者評価）が努力義務化されたことにより、

支援対象となる専門課程及び専攻科については、第

三者評価の結果の公表が義務付け。

・第三者評価は学校教育法では努力義務だが、以下の学

校は義務化。

①大学院入学資格（高度専門士）が付与される専門

課程及び専攻科を有する学校

②外国人留学生キャリア形成促進プログラム認定校

※職業実践専門課程の認定校については、令和 13 年度

からの実施を想定しつつ、令和 12 年度までの状況を

見て判断。

   〇教職員の研修等

・専修学校設置基準で、新たに教員及び事務職員等に対

する研修、専修学校における授業内容・方法の改善

のための研修・研究について規定。

　■㋐手続き等に関する説明資料、㋑学校評価ガイドライ

ンは下記 URL を参照

㋐https://www.mext.go. jp/a_menu/koutou/

daigaku/04052801/index_00005.htm

㋑https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/

senshuu/1295916_00003.htm

第35回全国高等専修学校スポーツ大会開催概要
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〇回答校：1,734 校 / 2,663 校（回答率 65%）

〇留学生分布の特徴

・留学生の過半数は、2 割の学校に集中傾向

・留学生（1 年生）の出身地はネパール、ベトナム、中国

の順で、3 ヶ国合計で全体の 7 割超を占める

・留学生の卒業生のうち 83% が就職・進学、なお日本語

系は 8 割が進学

・その他在籍留学生の特徴、提言

【令和 6 年度名簿整備等実績】

・留学生受け入れ専門学校名簿：831 校掲載

・情報カード（進学希望者への各専門学校による情報提

供）：日本語 152 校、英語 13 校

なお、今年度調査は次の通り。

【令和 7 年度調査概要】

・実施主体：一般財団法人日本国際協力センター

・調査機関：10 月 10 日（金）正午まで

・調査対象：全専門学校

・回答形式：オンライン

・案内方法：郵送又は各都道府県協会等事務局経由メール

　　　　　（調査票一式を全専各連留学生サイトにも掲載）

文部科学省後援　情報検定（Ｊ検）

○前期情報活用試験（ペーパー方式・6 月 15 日実施・団

体出願）

　出願団体数・総出願者数        12 団体・1,869 名

　１　級　　出願者数　　　  　　　　　  695 名

　　　　　　受験者数　　　  　　　　　  547 名

　　　　　　合格者数・合格率　　　　　  183 名・33.5%

　２　級　　出願者数　　　  　　　　　  541 名

　　　　　　受験者数　　　  　　　　　  376 名

　　　　　　合格者数・合格率　　　　  146 名・38.8%

　３　級　　出願者数　　　  　　　　　  633 名

　　　　　　受験者数　　　  　　　　　  574 名

　　　　　　合格者数・合格率　　　　  492 名・85.7%

○前期情報システム試験（ペーパー方式・9 月 14 日実施・

団体出願）

　出願団体数 　7 団体 

　基本スキル　　　　　　　　　　　　 1,095 名

　プログラミングスキル　　　　　　　  756 名

　システムデザインスキル　　　　　　  582 名

　合計　　　　　　　　　　　　　　　 2,433 名

ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

○前期試験（ペーパー方式・7 月 6 日実施・団体出願）

出願団体数・総出願者数         53 団体・6,162 名

　３　級　　出願者数　　　　　　　  5,070 名

　　　　　　受験者数　　　　　　　  4,793 名

　　　　　　合格者数・合格率　　　  3,787 名・79.0%

　２　級　　出願者数　　　　　　　  1,092 名

　　　　　　受験者数　　　　　　　  1,019 名

　　　　　　合格者数・合格率　　　　  801 名・78.6%

　（通年実施の CBT 方式は含みません）

　中堅教職員研修会「能動的学修（職業人としての汎用的

能力を養うアクティブ・ラーニングの体験学習）」（7 月 31

日～ 8 月 1 日、東京都・アルカディア市ヶ谷、受講者 24 名）、

「リスクマネジメント（クレーム対応）」（8 月 8 日、オン

ライン、受講者 24 名）、「教育・指導力向上（授業や話合

いに活用するファシリテーションの技術を学ぶ）」（8 月 28

日～ 29 日、東京都・アルカディア市ヶ谷、受講者 25 名、

財団研修会（中堅教職員研修とCS研修会）
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◇ＣＢＴ試験

　【1 級】令和 8 年 2 ／ 7（土）～ 2 ／ 15（日）

　【2 級・3 級】通年実施

＜研修会＞

●中堅教職員研修会

「教育・指導力向上」

令和 7 年 10 ／ 20（月）・オンライン（３日目）

●専門学校留学生担当者研修会

　令和 7 年 11 ／ 26（水）・オンライン開催

●管理者研修会

　令和 7 年 12 月～令和 8 年 1 月・オンライン開催＜予定＞

●専門学校の教育訓練・運営に係る内部質保証人材の養成

講習

令和 8 年 2 月・オンライン開催＜予定＞

＜その他＞

●第 80 回全国私立学校審議会連合会総会

令和 7 年 10/16 （木）～ 17（金）・静岡県・ホテルアソ

シア静岡

令和 8年版全国専修学校総覧
刊行のお知らせ

　専修学校制度発足以来、文部科学省、各都道府県学事所

管部課をはじめ、関係所轄庁のご協力を得て、全国国公私

令和 7年度　予定日程

＜役員会・総会等＞

全専各連関連　会議

●都道府県協会等代表者会議

　令和 7 年 11 ／ 28（金）・東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第 142 回理事会・全専協理事会合同会議

　令和 8 年 2 ／ 26（木） ・東京都・アルカディア市ヶ谷

＜TCE財団役員会＞

●第 154 回理事会

　令和 7 年 10 ／ 21（火）・オンライン開催

●第 155 回理事会・第 102 回評議員合同会議

　令和 8 年 3 ／ 17（火）・東京都・アルカディア市ヶ谷

＜ブロック会議＞

●南関東ブロック会議

　令和 7 年 10 ／ 24（金）・神奈川県・崎陽軒本店

＜ＴＣＥ財団　検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

◇令和 7 年度後期試験

　【情報活用試験】令和 7 年 12 ／ 21（日）

　【情報システム】令和 8 年 2 ／ 8（日）

◇ＣＢＴ試験

　【情報活用・情報システム・情報デザイン】通年実施

　※情報デザインは、ＣＢＴ方式のみで実施

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

◇令和 7 年度後期試験

　【2 級・3 級】令和 7 年 12 ／ 7（日） 

【広報全専各連　プラスWEB掲載記事】

詳細は、全専各連ホームページ【広報全専各連】

→　プラス WEB よりご覧いただけます。

https://www.zensenkaku.gr.jp/koho/koho_info.html

◆ブロック会議 大会宣言等◆全国高等専修学校体育大会

10 月 20 日にオンラインフォローアップを実施予定）が開

催された。

　また、「キャリア・サポーター養成講座」（8月20日～22 日、

東京都・日本電子専門学校、受講者 12 名）も開催され、

いずれの研修会も盛会のうちに全日程を終了した。

立の専修学校すべてを網羅した「全国専修学校総覧」を刊

行し、高等学校における進路指導資料、また官公庁や公的

機関における準拠資料、各企業の調査資料として幅広く活

用されております。

　本年度も関係諸官庁、各専修学校等のご協力を得て、令

和８年版を刊行し、高等学校進路指導部等の関係部署に送

付する予定です。

　刊行に当たりまして、ご協力をいただきました皆様に、

厚く御礼を申し上げます。
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